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論文
現代経済政策の体系について
松原藤由
第2次世界大戦後，欧米のいわゆる自由主義諸国においても，予測計画ない
し長期ビジョンとしての経済計画は現実的な経済政策を進めていく上に必要な
ものとして策定されている。もとより経済計画の性格は各国様々であるが，例
えばイギリスにおいては， 1944年の麗用政策についての政府の白書を始めとし
て， 1948年かのマーシャル援助の一条件として欧州経済協力機構 (OEEC)に
提出されたところの経済復興4カ年計画，等が当初のものである。またアメリ
力においても， 1946年の雇用法の制定後， 1947年の大統領の年次報告，これは
アメリカ経済の基礎構造を強化し，戦時中に拡大した生産力の規模を戦後にお
いても持続しようとする当初の長期計画 (Long-RangeProgram)であるといえ
よう。この当時，イギリス，西ドイツ，スイス，ォーストリア，等は総合的な
長期経済計画を発表はしていなかったが，しかしフランスでは第3次近代化計
画 (1958年ー 61年）が出来上り，ノルウェーでは第 4次経済計画 (1950年ー 7哨芍，
オランダでも工業化計画 (1950年ー 61年）を 5カ年毎に作成し， また長期計画
(1958年ー 62年）を改善作成している。わが国では，周知の如く， 経済復興5カ
年計画（昭和23年と同24年）， 自立経済計画（昭和26年）などを始めとして， その後負
国民所得倍増計画（昭和35年），中期計画（昭和40年），経済社会発展計画（昭和42年）
新経済社会発展計画（昭和45年），等が作成され， まさに今日は『計画ばやり』
ないし『計画時代』といった観を呈している。
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それでは自由主義諸国ないし資本主義諸国において，何故に経済計画が必要
であるのか。その理論的根拠は，戦前戦後にわたるが，次の3点に要約しうる
と考えられる。先ず第 1点は，資本主義経済における周期的恐慌の現実的認識
（特に循環恐慌から構造的恐慌へ）とともに，不況の長期化に対する打開が国家の
財政支出政策および金融政策による積極的政策なくしては不可能となったこと
（周知の如くケインズ理論およびハンセン長期停滞理論は， この積極的政策に理論的指針
を与えた），換言すれば経済に対する国家，具体的には政府の介入（短期政策はも
とより長期政策の実施）なくしては経済発展の停滞化を阻止しえなくなったがた
めである。そしてこの経済発展の停滞化に対する積極的阻止政策の実施には，
国民経済の現実的な動向に関する実証的認識とともに，不況克服のための可能
的な効果を前もって予測し，その効果を充分に分析し検討して決定する一連の
経済計画を必要とするにいたったことである。
第2点は，自由主義時代の経済政策に対応した通貨制度であった金本位制の
崩壊，それに代わる管理通貨制度の誕生は好むと好まざるを問わず経済計画を
必要とするにいたらしめたことである。詳言すれば「世界恐慌 (1929年）の発生
と金本位制再建の失敗は管理通貨制度の誕生となり，従来，金が果してきた通
貨の増減，ひいては経済の制度的，自動的均衡の役割を，財政金融当局の意識
的統制という作用に一部的または全部的に委ねることになり，ここに通貨需要
に対する財政金融当局の統制の基準ないし根拠としての何らかの予測計画が必
要となった。特に不況克服のための公共投資政策等に伴う貨幣支出が増大すれ
ば，しかもこの支出さるべき通貨が金の制約を離れて求められる時には，通貨
量を計画的な運営のもとにおかざるをえないことは当然である。もとより通貨
量を計画的な運営のもとにおくのは雇用の増大，経済の発展のための通貨の安
定のためであるから必然的に経済計画を必要とするのは自明のことである1)」.
といわねばならない。
1)林雄二郎編「日本の経済計画」昭和32年， 2頁。
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第3点は，第2次世界大戦後における経済復興，完全雇用， 国際収支の均
衡，生活水準の向上，後進国の開発，社会保障の強化，経済成長の実現等は経
済計画を根拠とする経済政策，わけても経済成長の実現には「予測を前提とし
た整合的な政策体系をつくりあげることによって潜在的生産能力の増大をはか
るという要求があったと考えられる。すなわち成長政策の一環として計画が作
成されたのが通例であった2)」，ということである。
さてここに経済計画の必要性と経済計画を背景ないし指針とする整合的政策
体系の形成，換言すれば従来の非計画的政策から計画的政策形成への移行は，
明らかに資本主義経済の体制的変動とそれと相互作用的に対応する経済政策の
質的転換に由来している。私見によれば，「資本主義経済の体制的変動（自由経
済体制から政策的規制としての統制経済体制ないし管理経済体制）への原理的転換と看
倣しうる事象として次の四つを指摘することができると考えている。それは(1)
個人主義から社会保障主義への発展， (2)営利主義の修正と競争の形態的変化，
(3)資本支配の後退と労働主義の台頭， (4)国家の経済活動の拡充と政策的規制の
強化，である。このような原理的意味および現実的問題としての資本主義経済
の体制的変動につれて，それと相互作用的に対応ずる経済政策の質的転換とし
ては，主として政策の重点が， (1)発展政策より循環政策へ，それらを統合した
構造政策へ， (2)生産政策より分配政策へ，それらを統合した綜合政策へ， (3)構
造政策，或は綜合政策の根拠となりうぺき経済計画の策定へ， (4)経済政策が社
会政策および経営政策と相互同時的に接近する傾向へ，と移行している諸傾向
である。もとよりこれらの四つの諸傾向は個々別々の現象としてではなく，そ
れは本質的には同じ事象に属するもの，ないし相関的事象であるから，現在の
経済政策は構造政策，綜合政策，経済計画，社会政策的，経営政策的色彩，等
の，それぞれの意味する内容を包含し統合したところの，いわゆる『綜合経済
2)経済審鍍会総合部会経済計画基本問題研究委員会編「H本の経済計画」昭和44年， 17
頁。
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計画政策』として要請され，また自覚されんとしているのである。s)」
ところで以上の如き現実的意味での従来の非計画的政策から計画的政策（私
見では綜合経済計画政策）への移行に関して明確に理解しておくべきことが二つ
ある。その第 1は，経済計画の役割についてである。テインバーゲン (J.Tin-
bergen)は経済計画の役割について最も著しい特色はおそらく次の三つであろ
ぅ，といっている。すなわち「（イ）計画は将来に関するものであり，したがって
先のことを考える必要があること， （口）計画はいくつかの目的の上に立ってお
り，これらの目的は，計画作成を進めるために具体的に明記されなければなら
ないこと，い計画はその目的を達成するために用いられるべき各種の経済政策
的手段の調整を必要とすること心」，である。その第2は， 非計画的政策と計
画的政策の本質的差異についてである。計画的政策の特徴は， 「(1)意志決定の
瞬間に入手可能な過去の事実に依存するかわりに，将来の発展を推測して，そ
れを政策決定の基盤とすること， (2)場当り的な行動のかわりに，より一般的な
政策目的を一経済全体としての理想的なケースとして明確化すること， (3)個別
の省庁や事業によるバラバラな活動のかわりに，調整のとれた活動を行なうこ
とである。5)」それ故に計画的政策は経済計画を前提とする， それ自体が整合
的な政策体系であらねばならないのである。
さて現在の資本主義経済における『在るべき経済政策』が計画的政策，換言
すれば綜合経済計画政策であると考えることに誤謬なしとすれば，それは如何
なる具体的内容をもつ政策であるか。ここにその特質を抽出して述べてみよ
う。いうまでもなく綜合経済計画政策が成立するには，先ず前提として経済計
画，特に綜合的な経済計画が樹立されなければならない。ここに綜合的な経済
3)松原藤由著『全訂版・経済政策の論理構造」昭和45年，第5章第 1節および第3節に
詳述している。
4) J. Tinbergen, Central Planning, 1964, p. 8小金芳弘訳『経済計画」昭和41年≫
18-19頁。
5) J. Tinbergen, ibid, pp.42-43. 前掲邦訳書， 69-70頁。
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計画とは，生産計画，分配計画，投資計画などの部分的計画それ自体を意味す
るのではなく，国民経済生活の総体に関する全体的計画，すなわち経済の長期
見通しを国民総生産，総支出のかたちでとらえ，物価，国際収支，雇用，等の
見通しとあわせて年次計画を樹立することを意味するのである。かくの如き意
味での綜合経済計画の樹立には，もとより相互に関係のある次の事柄に対する
正しい認識が必要である。すなわち国民経済を制約する経済的溢路（生産の発展
を阻止する要因）6)と経済的矛盾の現実的認識および経済の現状に関する正確な
る認識，わけても経済動向を正しく把握することである。これらの認識を基礎
として一定の基本目標を定めて綿密なる予測計画を国民経済予算および短期の
経済見通しとの関連において作成しなければならない。この場合の計画の内容
となる具体的な事項は， (1)経済規模（経済成長率の問題）， (2)就業人口（雇用の問題）
(3)生産性（労働生産性の増加率の問題）， (4)産業構造（生産力の発展と資金調達の可能性
の問題）， (5)需要構造（民間資本形成・個人消費支出・政府の投査および経常外余剰等国
民総支出の問題）， (6)投資と消費（国民総支出中の投資と消費の配分の問題）， (7)国際
収支（国際収支の均衡問題），等である。以上の如き内容が数量的に整備されて綜
合経済計画が樹立されるが，端的にいえば経済計画は長期的なビジョンのもと
に現実的な『在るぺき経済の姿』を予測（計量経済学的な手法または試行錯誤的な
段階的接近法による）したものである。ここに現実的な在るべき経済の姿を予測
したものであるとは，計画の予測者の手段，換言すれば予測者がコントロール
できる経済についての変数（計量モデルに含まれる経済諸量）に関連する陳述を具
体的に組織したものであるという意味である7)。
6)山田雄三著「日本経済の計画論的考察」昭和29年， 206-211頁，参照。生産の進展を
阻む要因（設備能力の限界，完全雇傭の限界，資金の供給・需要の限界，人口と資本
との増加率の問題，資源配置の問題）
7)予測計画は社会主義における指令計画の如く完全なる「命令経済」には関係がない。
その主たる関心は，政府が計画に基づいて政策目的を遂行しようとする場合に，個別
経済ないし経済単位またはその集団の経済活動，わけても企業の生産経済を，如何に
して政策目的の達成に協力せしめるか， という誘導 (inducement)である。
5 
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このようにして綜合経済計画が樹立されると計画それ自体と政策手段との関
迪が問題となる。この計画と政策手段の関連は，政策主体たる国家，具体的に
は政府の政策立案の過程を考えてみれば明らかとなる。すなわち政府が経済政
策を実施せんとする場合には，先ず政策を実施しない場合にどうなるであろう
かという予測をたて，次に実施せんとする政策が経済活動に如何なる影響を及
ぽすかということを検討し，さらに政府の意図する目的，換言すれば「如何に在
るべきかの状態』と『予測された状態』とのギャップを埋めるところの政策は
何か，という判断を進めるであろう。このような論理的過程において経済計画
を達成する目的一手段の体系，その手段の内容を政策コストとの関係において
具体的，数量的に決定すれば，そこに一応の科学的裏付けのある経済政策が立
案されるのである。今日の経済政策は昔日の経済政策とは異なり，政策作成者
の勘や関係者の利害の妥協として実施されてはならないのである。経済的監
路，経済的矛盾，経済動向の現実的認識等を含む経済分析に基づく科学的裏付
けのある経済政策，それがここにいう経済計圃を背景ないし指針とする実践化
の諸措置：＇（政府が毎年翌年度の予算編成にあわせて短期の経済見通しと経済運営の基本
的態度を決定するとともに，その重点的な経済政策の方向を示すことを意味する）として
の諸施策，すなわち現在の在るべき経済政策の形成なのである。
以上の如く計画的政策を綜合経済計画政策として特徴づけると，計画の作成
と実施に関連して，次の三つのことがらが重要な問題意識であると理解される
のである。すなわち先ず第 1は，「計画機能の混在， 複合目的追求のためにお
こりがちな有効性の減退をどのように改善するかであり，第2に，計画の性格
と整合性をもった作成機構，実施体制の整備であり，第3は，計画の性格に対
応した作成技術の開発である。g)」（例えばマロクモデルの開発，国民福祉指標の作成）
もとより解決すべき今後の課題である。
ぎ;•;,,、;•
8)経済審諮会総合部会経済計画基本問題研究委員会編，前掲香， 19頁。
, •,',. .,
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ところでテインバーゲンは，、「ここで述べたような意味においての非計画的
な政策から計画的な政策への移行過程はきわめてゆるやかなものであった。ず
っと以前，計画という言葉が発明されなかった時代においては，ここで列挙し
たような計画的政策の要素はまったく存在していなかfった。将来予測について
は一公式の予測が行なわれなかったにしても一政策作成者たちは，将来の進展
がどうなるであろうかについて一定の考えをもっていた。 （訳注＝それがなくて
は決定が下せないからである）この場合おそらく彼らは，意識的にあるいは無餘
識的に，現在われわれが予測の『幼稚な』方法と呼んでいるものの一つーたと
えば，最近の動向を単純に先へ伸ばしたり，現状がぜんぜん変らないものと考
えたりすること一を用いたことが多いであろう。そのためよく知られているよ
うに，景気循環的な下降を予見することができず，このことが過剰生産をもた
らした。また一度それが起ってしまうと，将来の動向にたいしてゆきすぎた悲
観的な観測が行なわれるようにもなった。政策目的の明確化ということについ
ては，自由放任主義が放棄された後になってその必要性が増大した。それ以前
は計画の必要がなかった。なんとなれば，自由な経済の力というものが考えら
れる最良の発展をもたらすであろうと信じられていたからである。この確信が
消滅してしまうと，最適な発展というものに関んる規範を確立する必要を生じ
た。このことに関する現在の問題点は一たぶんわれわれの教育制度に起因する
ものであろうが一政治家たちの多くがこれを定性的にのみ考えようとする好み
をもっていることである。しかし経済政策というものは；定性的なだけでなく
定量的な思考にもとづいて立案されなければならないのであるめ」， と述べて
いる。そこでテインバーゲンのいう計画的政策，換言すれば，私見である「綜
合経済計画政策」にとって最も重要なことは，政策それ自体が経済計画を背景
ないし指針とする整合的な経済政策の体系であらねばならないということであ
る。すなわち端的にいえば，経済計画を背景ないし指針とする現在の経済政策
9) J. Tin bergen, ibid, p.43. 前掲邦訳帯， 70-71頁。
?
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は定性的であるだけではなく定量的であるとともに整合的な政策体系を具備す
るものでなければならないということである。
ここに整合的な経済政策の体系とは，政策の目的と目的の間，また目的と一
組の手段との間に矛盾の存在しないことを意味するのである。例えば目的と目
的の間における矛盾ということについてみると次のような場合である。「すな
わちある国が同時に， (1)消費を増大し， (2)投資を増大し， (3)外国からの援助を
減らし， (4)生産を一たとえば労働時間を短縮することによって一減少させるこ
とをねらうような場合である。•このような目的の組合せというものは，経済学
において基本的な意義をもつ諸関係のひとつーすなわち国民生産と外国からの
援助の合計は消費と投資の合計に等しくならなければならないという均衡方程
式ーからはずれている。もっと複雑な実例としては，政府が適用しようとして
いる手段の数が，その実現しようとしている目標の数より少ない場合があげら
れよう。10)」かくの如きことは政策目的が多様化する最近の傾向下において明
らかに認識されるのである。
政策目的の多様化については，わが国の国民所得倍増計画と旧・新経済社会
発展計画をそれぞれ比較してみても，後者の計画ないし政策には政策目的の多
様化が現われている。しかもこれからの新しい経済政策は人間尊重重視の立場
から人間性疎外の克服，生活環境の整備，社会福祉の増進，その他が政策的課
題として加えられ，したがって必然的に政策目的は多様化する傾向にある。な
お政策目的の多様化は最近の西欧諸国における一般的傾向であることが明らか
である。そこで政策目的の多様化について若干の考察をしてみよう。しかしそ
の前提として政策用語の統一的使用についての私見を述べておこう。
私見によれば，政策目的(ends,aims), 政策目標(objectives), 政策手段(mea-
ns), 政策用具(instruments), 政策措置(measures)を， それぞれ次の如く使用
する。すなわち政策目的とは，政策目的の二重階層構造（綜合判断）の考え方か
10) J. Tinbergen, ibid, p.44. 前掲邦訳書， 72頁。
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ら一般的究極目的(ends), これは政策の理想的価値であり，国民経済生活の充
実ないし総体的福祉の増進である。この一般的究極目的を当為基準ないし政策
の根本精神とする特殊具体的目的 (aims), これは政策の現実的価値であり，
事実に依拠する問題性に応じて規定する可変的な目的である。そして後者の特
殊具体的目的の手段的な内容をなす，例えば経済社会発展計画における経済の
効率化，物価の安定，社会開発など経済用語で表現することができ，かつ順
位を原則的に計画することができるものを政策目標 (objectives), そしてこ
の目標を達成するために経済量ないし経済構造に政府が介入しうる仕方を政
策手段 (means), 更にもはや目的および目標それ自体をもたない方法ないし
技術として存在しうるに過ぎない最下位の政策手段（例えば補助金・税金など）
を政策用具 (instruments), 一つ二つ以上の目標の達成のために特定時点にお
いて特定の手段を採用（例えば或る日の公定歩合の引上げとか，或る年度の所得税
減税とか，価格統制の廃止など）することを政策措置(measures)と呼称することに
する。なお政策手段として使用される主要なものは財政政策，貨幣および金融
政策手段， 為替レートの変更， 直接統制（需給統制）， 間接統制（条件統制）， 制
度の変更，等である11)。もとより以上の如き政策手段は， それぞれ細部の諸
対策に分れるが，しかし端的にいえば政策目的，或は政策目標に対する政策手
段の数は案外に少ないのである。
以上の使用方法に基づいて先ず西欧諸国における最近の経済政策の目的につ
いて考察してみよう。ハチスン(T.W.Hatchison)によれば「西欧諸国では『徹
底した唯物論者』を別にすれば，ぎりぎりの究極においては，目的ではなくて
「用具的目標』にすぎない。実のところ『究極目的』というような冗長な表現
は，用語上不適切であることに注意をはらっておく必要があるようにおもわれ
11) Cf., D. S. Watson, Economic Policy-Business and government, 1960, p.102. 
Cf., E S. Kirschen and Associates, Economic Policy in our Time, Vol. I, 1964, 
pp. 16-18. 渡部経彦監訳『現代経済政策』上巻，昭和40年， 18-20頁，参照。 ， 
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る12)」，と述べている。そこで西欧諸国における政策の諸目標についての研究
調査をみると，西欧諸国（イギリス，アメリカ，フランス，；西ドイツ，イタリア，ノル
ウェー，オランダ，）レクセンプル）では，「主として短期的（臨機応変的）なものとし
て(1)完全雇用（景気循環により発生する失業の解消という短期目標および構造的ないし
摩擦的失業の解消という長期目標の両者を含む）， (2)物価安定（主として短期目標である
が，いくつかの国では対象期間の末までには，より長期的課題であると認識し始めてい
た）， (3)国際収支の改善（金および外貨準備の流出防止という短期的要請および国民総
支出中の貿易比率の構造的変更といったような長期目標の両方を含む）， 主として長期
的（構造的）なもの（主要なもの）， (4)生産の拡大（経済成長の長期にわたる促進に関す
るものである）， (5)生産要素の配分の改善（この目標には，次のものが含まれている。
(a)国内競争の促進， (b)調整の促進， (c)国内における労働の流動性の増大， (d)国内における
資本の流動性の増大， (e)国際分業の促進）， (6)社会的必要の充足（社会的必要は，次の
ように大別される， (a)一般行政業務， (b)国防， (c)外交， (d)教育，文化および科学）， (7)所
得と富の分配の改善（所得分配の直接的変更，例えば，課税によってもたらされるも
の，のみならず，間接的に，例えば，社会保障制度によってもたらされる変更にも関する
ものである。より平等になるか，不平等になるか，その方向の如何にかかわらず，意図さ
れた変更であれば，含まれる。所得についてと同様に，富の再分配一例えば，相続税によ
る も含まれる）， (8)特定の地域および産業の保護育成（内外の競争の脅威下にある
特定の産業の保護および例えば国家計画などに基づき特定の産業または地域を優先的に取
り扱うことの両方を含む），その他， (9)個人消費のパターンの改ぐ善（政府が個人消費”
のパターンについて加えようとするどんな変更も含まれる。買いたいものを買わせないよ
うにすること，例，禁酒法もあれば，買いやすくすること，例，消費者教育もある）， UOl
供給の確保（基礎物資の供給の安定に関するものである）， (1)人口の大きさおよび人
口構成の改善（移民とか出生率に対する政府の介入が含まれる）， U2l労働時間の短縮
1:?) T. W: HatchisOJ¥,.'fositive'Economics and Policy Objectives, 1964, p.114, 
長守善監訳『経済政策の目的」、昭和40年， 200.-201頁。
10 
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（週当り労働時間の短縮および法定休日の増加の両方を含む）等18)」， が挙げられてい
る。もとより，これらの数多くの政策目標のなかより， 各国の経済構造と環
境，経済的矛盾と経済動向，などの性格如何と政府ないし計画作成者が重要で
あると思われるものとの兼ね合いから選択されるものであるから政策目標の多
様化，したがって政策目標の選好，政策手段の選択もまた複雑困難化するのは
当然である。この場合，「政策目標の選好における優先順位ないし重要度の決
定には，次の如き 5分類の記号に基づいて形式論理的に，かつ政策コストの部
分を重要度に応じ効率的に適正化することによって行なわれている。すなわち
D一支配的(Dominant)S一重要(Significant)Mー通常(Minor)Nー 無関心(Negli-
gible)H―反対(Hostile)である。このような分類基準による西欧諸国の各政党
グループの政策目標の選好調査（この10年間には順位が変化しているが原則として
1960年末のものにかぎった）が次の表であり，参考までに挙げておこう。14)」政策
目標の多様化が明らかにみうけられる。 （表は次頁に掲載）
それでは，わが国における政策目標が多様化する理由は何か。それは現実の
経済社会が『高度産業化社会15)』，への移行過程において多様化社会の様相を
示してきた•こと，内外経済環境ないし経済条件の変化が特に著しいこと，人間
尊重の重視という立場からの経済的，社会的緊張が増大してきたこと，政策の
対象領域，すなわち政策の直接的な側面である『経済問題』ないし『経済政策
的課題』が現実の経済社会の発展変化，わけても技術的進歩がもたらした影唇
が産業変化，経済変化，社会変化のみならず政治環境の変化にまで波及し，そ
の関係関連が拡大したこと，加うるに巨視的経済学，統計学の発達と計画技術
13) E. S. Kirschen and Associates, ibid., pp.5-6. 前揚邦訳書， 6-7頁。
14) E.: S. Kirschen and Associates, ibid, pp.226-227. 前掲邦訳書， 268-269頁。・
1s) s・こに高度産業化社会とは，高度工業化社会，第三次産業社会，情報化社会，寡占経
済社会，新しい産業国家，知識産業社会，科学的社会，脱工業化社会，などと呼ばれ
るそれぞれの現象的な諸側面を包摂する新し Vヽ 次元の産業社会である。松原藤由著
• 『全訂版9工業経済学の基本問題」昭和46年， 410-416に詳；述。
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経済目標についての各政党ダループの選好 (8カ国の総合）
目 標 社会主義 中 立 保 守
Objectives Socialists Center Conservatives 
完全雇用
D 物価安定
所得分配の改善
社会的必要（国防以外） 物価安定
社会的必要（国防）D ~ S 
生産の拡大 生産の拡大
労働時間の短縮
完社全会雇的用必要（国防）
国際収支の改善
生産要素配分（経済活 生産要素配分（国際分
s 動調整） 生業産）要素配分（国際分 業）
所社得会分的配必要の改（国善防以外）
保護・育成
保護・育成 保護・育成 生産の拡大
物価安定 生産要素配分（国内競 完全雇用
S~M 生産要素配分（国際分 争）
業）
国際収支の改善
” （国内競争）
国際収支の改善 生産要素配分（経済活 生産要素配分（国内競
社会的必要（国防） 動調整） 争）
M 生産要素配分（生産要
社会的必要（国防以外）
素の移動） 生産要素配分（生産要
労働時間の短縮 素の移動）
N l生産要素配分（生産要素の移動） 所得分配の改善
N H I 
労働時間の短縮生産要
素配分（経済活動調整）
の進歩，等のためであろう。なお，西欧諸国における政策目標の多様化，換言
すれば『政策目的の多元論的形成』についてハチスンは，かつての政策目的お
よび政策基準の一元論的な取り扱いから最近では，『高次の』抽象的な政治・
倫理的な水準のものから，『より低次の』特殊化された経済的・政策用具的な
水準のものまで，少なくとも部分的或いは段階的に対立する三つ四つの目的一
12 
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雇用，成長，物価安定のような目的ーを設定することが，巨視ー経済政策問題
の論議において極めて普通にみられるようになったと指摘している 16)。 それ
故に政策目標の多様化は，これからの，わが国の新しい経済計画や経済政策に
も，いわば必然的に要請されるであろうから，それだけに政策の体系や構造が
ますます複雑化することはいうまでもない。
そこで経済政策を研究する場合， 或いは経済計画や経済政策を策定する場
合，そのいずれの場合においても必要なことは，次の如き『問題意識』を明確
に持つとともに，それを充分に解明することである。その第 1は，政策目的，
すなわち一般的究極目的（理想的価値一価値判断一本質的，不変的目的）と特殊具体
的目的（現実的価値ー事実判断ー現象的，可変的目的）の明示， 第2は， 政策の諸目
標相互間の相剋の究明，第3は，政策目標選好の論理と政策手段選択の効率化
（原理的には単に効率と費用という合理的な基準によって行なわれるべきである）， 第 4
は，政策手段・用具・政策措置の斉合性の検討（想定した手段と合理的に決定され
た手段とがまったく一致するということである），第5は， 政策や計画作成における
経済数値（目標値）の適正評価， 第6は， 政策効果（望ましい成果と望ましからざる
成果）の適確な判断，第7は， 政策全体の総合調整の確立， 等である。特に政
策目標相互間の相剋ないし矛盾については，高次の究極的，本質的な目標と低
次の現象的，可変的な目標，および競合的な目標と補完的目標のあつれきの可
能性の問題を解明すること17), および経済数値の適正評価に留意することは
政府ないし計画作成者にとって根本的に必要かつ重要なことである。何故なら
ば前者の問題は，政策の構成と機能の合理性を，後者の問題は政策の予測と効
果の合理性を，したがって，それはともに政策の合理的策定にとって必要かつ
重要なことだからである。いうまでもなく政策の合理的策定とは「政策の四囲
の事情はいろいろに変化するが， その変化に対して“よい結果”或いは更に
16) Cf., T. W. Hutchison, ibid, p.170, 前掲邦訳書， 297-298頁，参照。
17) Cf., K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, 1958, 132--133. 内田忠夫
監修邦訳書，昭和35年， 124頁，参照。
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“最適の結果”が得られるように，その手段の内容を定めること，これが政策
の合理的策定ということである18)。」なお政策の合理的策定には，経済分析（経
済分析には測定の不正確，予想の誤謬などがある）， 行政的実行性および政治的可能
性の有無，他の諸政策との関係如何，等の観告ないし検討が必要である19)。
これを要するに，最近の経済政策は経済計画を背景ないし指針とする計画的
政策（綜合経済計画政策）であり，それは必然的に整合的な経済政策の体系であら
ねばならない。既に述べた如く整合的な経済政策の体系とは，政策の目的と目
的の間，また目的と一組の手段との間に矛盾の存在しないことを意味するので
あるが，それは上述の如き「問題意識」のもとに合理的に策定された経済政策
の体系という意味である。それはまた，わが国の如き発展的社会においては経
済構造の一定の質的局面 (qualitativepolicy)の改変を意味する質的政策と，一
定の経済構造の質的な枠のなかで実施される量的政策 (quantitativepolicy)と
を，統一的に包摂する経済政策の体系であらねばならないのである20)。 もと
より以上は，現代の在るべき経済政策の体系について，これを端的かつ理想的
な形態として述べたに過ぎないが，わが国の実践としての経済政策の現実は遺
憾ながら『在るべき経済政策の体系』とは余りにも乖離していることが認識さ
れるのである。このことは，国民所得倍増計画（昭和35年12月策定一期間10カ年一
計画の方法·想定成長率法ー計画の目的・極大成長•生活水準の向上・完全雇用一重点政
策課題・社会資本の充実・産業構造の高度化・ニ重構造の緩和と社会的安定一成長率7.2
彩実際は996一実績は11.1%)中期経済計画（昭和4碑三1月策定一期間5カ年ー計画の方
法・計量経済モデルー計画の目的・ひずみの是正一重点政策課題・低生産部門の近代化・
18) H. Theil, Economic Forcasts and Policy, 1961. p.3. 岡本哲治訳『経済の予測と政
策」昭和39年， 5頁。
19) Cf., D. S. Watson, ibid, p.12. 
20)経済政策における質的政策と量的政策の区別については，テインバーゲン (J.Tinb-
ergen)の『経済政策の理論」 (Onthe Theory of Economic Policy, 1952) より
示唆を受けた。なお本書は既に気賀健三，加藤寛両氏によって翻訳されている。
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労働力の活用・国民生活の質的向上一成長率8.1劣一実績は10.8彩）経済社会発展計画
（昭和42年3月策定一期間5カ年ー計画の方法・計量経済モデルー計画の目的・均衡のと
れ充実した経済社会への発展一重点政策課題・物価の安定・経済の効率化・社会開発の推
進一成長率8.2%ー 実績は13.3彩）新経済社会発展計画（昭和4胡三4月策定一期間6
カ年ー計画の方法・計量経済モデルー計画の目的・均衡がとれた経済発展を通じて住みよ
い日本の建設一重点政策課題・国際的視点にたつ経済の効率化・物価の安定・社会開発の
推進・適正な経済成長の維持と発展基盤の培養一成長率10.6彩ー実績は円の大幅切り上
げと不況により低下している）21), を背景ないし指針とする経済政策の実施過程
における各年度の政策運営の基本的態度や方向をみれば明らかである。端
的にいえば（イ）政策が概して総花的であり朝令暮改的であること，（口）政策効果
が不充分で政策的課題が解決されていないこと，し、）政策の根拠である当初計画
の成長率と実績の「ずれ」が著しいこと，（二）政策コストの裏付けやその財源的
肉付けに不備があること，（ホ）政策手段の斉合性が欠けていること，（吋総合調整
の不備が存在すること，等わが国の実践としての経済政策の現実は，かくの如
く在るべき現代経済政策の体系とは余りにも乖離しているのである。
なお，わが国における高度成長政策は，意識的には，国民所得倍増計画の実
施より続いているが，高度成長の『ひずみ』すなわち (1)産業間の不均衡的発
展， (2)金融の非正常化と企業体質の不健全化， (3)社会資本の立ち遅れ， (4)物価
わけても消費者物価の騰貴， (5)産業公害の深刻化，および(1)労働力の不足， (2)
経済の国際化， (3)発展途上国の追い上げ， (4)国際通貨不安，等のいわゆる経済
環境の変化から，わが国経済政策（本質的には技術革新と経済発展を特殊具体的目的
とする総需要増大政策としての高度成長政策）は一つの転換期に当面している。それ
は高度成長政策より安定成長政策へ，経済至上主義より人間尊重主義へ，の政
策原理の転換であるといえる。何故ならば今日の社会理想，すなわち機械文明
の極限化と多様化社会への移行のなかでの『人間尊重主義』に基づく社会的調
21)八塚陽介編「新経済社会発展計画の解説」昭和45年， 10-11頁，参照。
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和と社会福祉の増進，これを実現する社会を『福祉国家』ないし『福祉社会』
というならば，わが国経済の現状との関連において，最も必要と考えられる基
本的課題は，先ず第1に，高度成長に対する安定成長の実現，第2に，生産や
輸出第一主義より社会保障の充実，第3に，経済的・社会的アンパランスより
生起している社会的緊張の緩和，第4に， 人間の福祉に必要な最適産業構造
（生活のための産業構造）の確立，第5に，国際関係の在り方と国際経済協力（先進
国，拡大ECおよび発展途上国を含めて実効性のある）の樹立， 第6に， 混合経済体
制（私的部門一私的生産資本の増大と公的部門ー公的社会資本の増大）の拡充を図るこ
とを基本的前提とする長期の綜合経済計画と，それを達する実践的な経済政策
（基本的政策と個別的対策）を合理的に策定（整合的な政策体系の形成）することが必要
である。いうまでもなく福祉国家ないし福祉社会の建設（総需要増大政策としての
極大成長指向型の経済運営より福祉政策「社会資本の整備・社会資本の充実・公害防止投
資の拡大・社会保障の充実・労働時間の短縮など」としての福祉指向型の経済運営）は明
らかに経済成長の減速を伴うことは必掟であろう。しかし福祉国家ないし福祉
社会の建設は，今日の社会理想として，わが国のみならず各国現代資本主義の
政策体系に共通な基本的命題であるといえよう。
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